
 

平成２９年６月２日 

防衛省航空自衛隊 

 

平成２８年度 民間競争入札実施事業 

防衛省・航空自衛隊事務用品調達業務の実施状況報告 

 

第１ 事業の概要 

１ 事業内容 

本事業は、航空自衛隊（以下「空自」という。）の事務用品（事務用消耗品及び

什器
じゅう

をいう。以下同じ。）をＷｅｂカタログ方式（通信販売方式）で調達すること

により、調達業務の効率化及び経費節減に資することを目的とし、空自の基地及び

分屯基地（以下「基地等」という。）のうち硫黄島分屯基地を除いた７２基地等を

対象に６２２品目の調達業務を実施した。 

２ 契約期間 

  平成２８年７月１２日から平成２９年３月３１日までの間 

  （ただし、インターネットによる発注は、平成２８年８月１日から開始） 

３ 受託事業者 

  東芝クライアントソリューション株式会社 

４ 受託事業者決定の経緯 

 (1) 入札参加者 

   ２者（入札前に２者が提案書を提出し、２者共に合格と評価した。） 

 (2) 開札日 

   平成２８年６月１５日 

   （入札書の受領期限は平成２８年６月１４日） 

 (3) 契約金額 

   ３７８，９５８，９５５円（税抜き） 

 

第２ 確保されるべき業務の質の達成状況、評価等 

１ 評価項目 

 (1) 空自が商品を発注しやすいＷｅｂカタログの作成 

 (2) 商品の遅滞ない配送 

 (3) 代金の請求に当たり空自の点検が容易な書類の提出 

 (4) 空自からの問合せに対する迅速な対応 

 (5) 空自が確認しやすい調達実績の報告 

 (6) 空自の示す受注上限額を超えて発注した場合には、受注することなく空自に通知 

２ 評価に当たっての調査方法 

  評価項目（前項第３号を除く項目）の調査に当たっては、実務実施者に対するアン



 

ケート及び部隊の巡回調査により、本事業の実施状況を調査した。 

３ アンケート調査 

 (1) 対象 

   基地等における次の担当者 

  ア 発注担当官 

    基地等において、当該基地に所在する部隊等の調達請求を取りまとめ、インタ

ーネットにより発注する者 

イ 受領検査官 

  分任支出負担行為担当官の補助者として、物品の受領検査を実施する者 

 (2) 実施方法 

   四半期ごとに入札実施要項に示された所定の様式により対象者が回答 

 (3) 実施結果 

  ア 回答 

設   問 はい いいえ 非該当 

１ Ｗｅｂカタログ 

(1) Ｗｅｂカタログは見やすいか。 

(2) Ｗｅｂカタログは検索しやすいか。  

(3) Ｗｅｂカタログによる発注はしやすいか。 

 

100% 

100% 

99% 

 

0% 

0% 

1% 

 

 

２ 商品の配送 

商品は発注した日から指定された期間で納品

されているか。 

 

93% 

 

 

7% 

 

 

 

３ 商品 

(1) 納品された商品にかしや脱落はなかった

か。 

(2) 商品にかしや脱落があった場合、遅滞なく

代替品が納品されたか。 

 

99% 

 

1% 

 

1% 

 

0% 

 

 

 

 

99% 

４ 問合せ状況 

問合せに対する受託事業者の対応はよいか。 

 

31% 

 

0% 

 

69% 

５ 調達実績報告 

(1) 調達実績は毎月５日までに報告されている

か。 

(2) 報告内容は見やすいか。 

(3) 報告により事務の簡素化が図れたか。 

 

100% 

 

100% 

98% 

 

0% 

 

0% 

2% 

 

６ 受注上限額に関する通知 

(1) 受注上限額を超えて発注したとき、その旨

通知があったか。 

(2) 通知がなく商品が納入されたことはなかっ

たか。 

 

0% 

 

0% 

 

0% 

 

0% 

 

100% 

 

100% 

 



 

  イ 実施期間 

    平成２８年度第２四半期～第４四半期 

  ウ 回収率 

    １００パーセント（７２基地等×２名 全員回答）（目標回収率：１００パー

セント） 

  エ 主な改善意見等 

(ｱ) Ｗｅｂカタログ 

特になし 

   (ｲ) 商品の配送 

    特になし 

   (ｳ) 商品 

     同一商品は別こん包とせず、可能な限り同じ箱にこん包してほしい（３件）。 

   (ｴ) 問合せ状況 

     特になし 

   (ｵ) 調達実績報告 

     特になし 

   (ｶ) 受注上限額に関する通知 

     特になし 

４ 部隊巡回調査 

  本事業の実施状況を実地に確認するため、補給本部の担当班長及び担当者が基地等

を巡回し調査を実施した。 

(1) 実施対象 

 ア 平成２８年６月２３～６月２４日 浜松基地（静岡県） 

 イ 平成２８年９月５～９月７日 根室分屯基地（北海道） 

 ウ 平成２８年９月７～９月８日 千歳基地（北海道） 

 エ 平成２９年２月２７日～３月１日 美保基地（鳥取県） 

 オ 平成２９年３月１４日 横田基地（東京都） 

 (2) 対象部隊の選定理由 

   これまで部隊巡回調査を実施していない基地等を中心に選定した。 

 (3) 実施方法 

ア 文書による資料提出 

イ 管理者（補給隊長ほか）等及び業務実施者に対する聞き取り 

 (4) 実施結果 

   基地等において本事業が定着しており、基地等ごとに円滑に運用するための取組

が行われており、事業が適切に遂行されていることが認められた。併せて次のよ

うな改善効果があったことを確認した。 

ア 供用官補助者（基地所在部隊の補給業務を担当する者）は、従来、調達請求



 

を行うために、多数のカタログをめくり、必要な事務用品を探索し、複数社の

見積りを取得する必要があった。本事業により、その手順を省くことが可能と

なり、労力の軽減が図られた。 

  イ 補給隊においては、従来、供用官からの調達請求に記載されている参考品目に

ついて、競争性向上のため他社の同等品を追加して契約担当官に調達要求して

いた。本事業により、その業務を省くことが可能となった。ただし、取りまと

め及び発注に関わる業務量については、従前では四半期ごとに実施していたも

のを、毎月実施することとなり、一概に業務量が減少したとは言いきれない。 

  ウ 消耗品については発注後、５営業日以内に納品されるため、取得の適時性が向

上することにより在庫を極限でき、保管場所の省スペース化が図られた。 

５ 評価 

  アンケート調査においては、「商品は発注した日から指定された期間で納品されて

いるか。」の設問を除き、ほぼ１００パーセントの高い満足度であった。「商品は

発注した日から指定された期間で納品されているか。」での「いいえ」の回答につ

いては、納入遅延が主な要因であったが、交通機関の不具合に起因するものであり、

部隊の運用において特段の問題を生じたものではなかった。その他意見についても

特筆すべきものは見受けられなかった。 

  部隊巡回調査の結果等においても、一部についてアンケートと同様の改善意見が確

認されたものの、受託事業者から提供された確保されるべき業務の質（代金の請求

に当たり空自の点検が容易な書類の提出を除く。）は満足できるものであった。ま

た、受託事業者の提案により実装されたテンプレート（エクセルファイル）による

発注データの一括取込機能により、発注担当者の業務も大幅に効率化が図られてい

る。 

アンケート等による確認対象となっていない評価項目「代金の請求に当たり空自

の点検が容易な書類の提出」については、受託事業者が支払代金の請求に必要な書

類を、空自が求める書式で第２補給処十条支処分任支出負担行為担当官に提出して

おり、内容にも問題はなかった。 

以上から、入札実施要項で求める本事業において確保されるべき業務の質は満足

されており、インターネット発注による業務の効率化という所期の目標は達成され

た。 

 

第３ 経費に関する評価 

１ 評価要領 

  民間競争入札導入による経済的な効果について、本事業における取得単価と従前の

取得単価との比較により評価した。 

比較の対象とした単価は、事務用消耗品については平成２２年度に、什器
じゅう

につい

ては平成２０年度にそれぞれ従前の業務実施要領により基地等において取得した事



 

務用品の単価であり、基地等における取得数量を勘案し加重平均したものを用いた。 

また、参考として平成２７年度実施分の本事業取得単価との比較も合わせて実施

した。 

２ 評価 

 (1) 従前の業務における経費との比較 

   各基地等において、おおむね四半期ごとに個々に調達していた従前の業務（平成

２２年度（什器
じゅう

にあっては平成２０年度。以下同じ。））における品目ごとの単

価の平均に平成２８年度事業の予定数量を乗じた金額（４８３，７０１千円）と、

平成２８年度の契約額（３８９，７８７千円）から平成２２年度に調達のなかっ

た品目を除いた金額（３１５，３６７千円）を比較すると、平成２８年度につい

ては１６８，３３５千円の経費削減が図られている。削減率は約３５パーセント

であり、スケールメリットを生かした経費の節減を行うという所期の目標は達成

された。 
平成２８年度と民間競争入札導入前の経費比較表 

（単位：円（税抜）） 

区分 
民間競争入札導入
前の平均単価によ
る換算額 

平成２８年度契
約単価による換
算額 

削減額 削減率 

一般消耗品 

（Ⅰ） 
238,722,328 178,162,933 60,559,395 25.4% 

什器
じゅう

 

（Ⅱ） 
244,978,290 137,203,316 107,774,974 44.0% 

計 483,700,618 315,366,249 168,334,369 34.8％ 

  

(2) 平成２７年度本事業との経費の比較 

   平成２７年度事業における品目ごとの単価に平成２８年度事業の予定数量を乗じ

た金額（３７９，３３７千円）と平成２８年度の契約額（４０９，２７６千円）

から平成２７年度に調達がなかった品目を除いた金額（３７６，４５０千円）を

比較すると、平成２８年度については２，８８７千円の経費削減が図られている。

削減率は、約１パーセントである。 

 

 

 

 

 

 



 

平成２８年度と平成２７年度の経費比較表 

（単位：円（税抜）） 

区分 
平成２７年度換
算額 

平成２８年度契
約単価による換
算額 

削減額 削減率 

一般消耗

品 

（Ⅰ） 

219,627,422 217,689,239 1,938,183 0.9% 

什器
じゅう

 

（Ⅱ） 
159,709,050 158,760,285 948,765 0.6% 

計 379,336,472 376,449,524 2,886,948 0.8% 

 

第４ 外部有識者の評価 

   平成２９年５月１６日及び５月２６日に、外部有識者２名により本事業の実施状

況について評価を行った。経費削減については良好な評価であった。  

また、本事業が開始され６年を経過し、安定した事業となっているものの、引

き続き競争性の確保及び更なる部隊支援の質の向上を図るべきとの意見があった。 

 

第５ まとめ 

１ 評価の総括 

確保されるべきサービスの質の達成状況及び経費に関する評価共に満足されるも

のであり、本事業については、業務の効率化及び経費の節減という事業目的を達成

できたと考える。また、調達業務の透明性、公正性の確保については、競争の導入

による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年６月２日法律第５１号）に基

づき実施することにより、本事業開始以前に比べ格段に向上できたものと考える。 

ただし、競争性については、平成２５年度に１者応札となったことから見直しの余

地があると考え、平成２６年度から平成２８年度にかけて、Ｗｅｂカタログの必要

要件を見直し、結果として２者の応札となっている。今後も、更なる競争性が確保

できるよう、必要な見直しを継続する。 

２ 今後の事業の方針 

本事業については、公共サービス改革基本方針（平成２８年６月閣議決定）に基 

づき、終了プロセスへの移行が了承されたところ、今後も継続して本事業を実施す

る方針である。 

なお、平成２９年度においては、平成２９年５月２日に契約締結後、同年５月 

１９日から運用を開始したところである。 

事業を継続するに当たり、現在、事業の目的は達成できてはいるものの、引き続



 

き法の趣旨に基づき、更なる良質かつ低廉なサービスの提供となる事業を目指し

て、平成３０年度以降の事業の実施に際しては、次の点について検討することとす

る。  

(1) 競争性の確保 

  平成２８年度の本事業においても、提案企業を拡大するため、Ｗｅｂカタログ

に求める要件を緩和（１度に発注できる品目数に関する記述を削除）した。 

  今後も更なる競争性確保の観点から、利用者である部隊の運用に影響を与えな

い範囲で、Ｗｅｂカタログに求める要件の改善について検討する。 

(2) 経済性の確保 

  経費比較においては良好な結果が得られているものの、更なる経済性確保のた

め、過去実績において継続的に発注数量の少ない品目を整理し、類似商品を複数

要求しているものについて、部隊の運用に影響を与えない範囲で商品を取りまと

めるとともに、商品の規格に幅を持たせることで、提案者がより安価な商品を選

定できるよう品目リストの改善について検討する（平成２８年度においては、耳

栓及びＰＸマット紙ロール等の大判ロール紙を削除し、品目を整理した。）。 

(3) 改善意見の反映 

アンケート結果及び部隊巡回調査において得られる、利用者の求める操作の容

易性及び業務効率の向上のための改善意見については、事業者等への綿密なヒア

リングを実施し、受託事業者の経費増加及び競争性の阻害を招かない範囲で可能

な限り本事業への反映を検討する。 

 

第６ 入札実施要項に定める官民競争入札等監理委員会に対する報告事項 

受託事業者に対して行った報告の徴収、立入検査、指示等（防衛省・航空自衛

隊事務用品調達業務民間競争入札実施要項第１１項第１号関連）に関する事項に

ついて、該当はない。 

」 


